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測量業務標準歩掛の算定方法について 

 

測量業務標準歩掛を使用した積算では、通常、延長、面積、作業量等を考慮した変化率を

標準単価に乗じていますが、この変化率を用いた標準歩掛の計算方法について、新旧積算シ

ステムで方法が異なりますのでお知らせします。 

 

旧積算システム 新積算システム 

「変化率を乗じた後の数量」×「単価」で

求めた直接人件費を、機械経費等算定の対

象としている。 

「変化率を乗じる前の数量」×「単価」で

求めた直接人件費を、機械経費等算定の対

象としている。 

変化率は、直接人件費と機械経費等の合

計額に乗じている。 
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・旧積算システムのイメージ（３級基準点測量の例） 

 

 

 

 

 

 

 

変化率（1.2）を乗じた後の数量 直接⼈件費の合計額（2,405,670 円）を
機械経費等算定の対象とする 

※冬期歩掛補正（外業） 

※冬期歩掛補正（外業） 

※冬期歩掛補正（外業） 
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・新積算システムのイメージ（３級基準点測量の例） 

 

 

直 接 ⼈ 件 費 と 機 械 経 費 等 の 合 計 額
（298,088 円）を変化率の対象とする 

変化率（1.2）を乗じる前の数量 
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※冬期歩掛補正（外業） 

直 接 ⼈ 件 費 と 機 械 経 費 等 の 合 計 額
（739,743 円）を変化率の対象とする 

変化率（1.2）を乗じる前の数量 



11月 12月 1月 2月 3月 備　考

10月 0 0 2 2 2

11月 0 0 2 2 2

12月 2 3 3 2

01月 4 4 2

02月 3 2

03月 0

外

業

開

始

日

履行期間終了日

(単位：％)冬 期 補 正 率

第1章 総 則 

第1 用語の定義 

⻘森県版の本基準書に対して、市販されている下記の図書を全国版という。 

設計業務等標準積算基準書 監修 国⼟交通省⼤⾂官房技術調査課 

発⾏ 一般財団法人経済調査会 設計業務等標準積算基準書（参考資料） 

(1) 積雪寒冷地における冬期屋外作業について降雪、低温に伴う作業の採暖時間の増加、

昼間時間の減少等による実作業時間の短縮に対して、冬期屋外作業の歩掛を補正する。10

月1⽇以降に入札し、履⾏期限が当該年度の3月31⽇までである業務委託で、11月1⽇か

ら3月31⽇までの履⾏期間が全履⾏期間の2分の1を越える測量及び地質調査業務委託等に

ついて補正の対象とする。

(2)歩掛の補正は，屋外作業（外業）に従事する作業員を対象に⾏うものとする。

(3)⻘森県全域の歩掛の補正は，期間別に次表の割増率を標準とする。

(4)設計変更等により履⾏期間に伸縮を⽣じた場合の補正率は、原則として当初設計の補正

率によるものとする。ただし、当初設計の補正率によることが著しく不適当な場合について

第2 積算基準 

青森県県土整備部が発注する設計業務等の積算基準は、全国版設計業務等標準積算基

準書、全国版設計業務等標準積算基準書（参考資料）及び設計業務等標準積算基準書

（青森県県土整備部）の他、掲載の無い業務については見積による。

　なお、設計業務等標準積算基準書、設計業務等標準積算基準書（参考資料）に

ついては、例年10月1日以降を適用日とする。

第3 冬期歩掛補正 

青森県県土整備部 設計業務等標準積算基準書 令和５年２月１日以降適用
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は、整備企画課と協議のうえ処理するものとする。 

(5)歩掛の補正は、直接人件費・賃⾦に対して補正するものとし、次式により冬期補正

直接人件費・賃⾦を算出し、積算するものとする。

冬期補正設計直接人件費・貸⾦＝基本設計直接人件費・賃⾦×(1⼗冬期補正率）

※屋外作業期間の設定について

屋外作業期間とは，発注される業務の中で屋外作業に要する期間である。なお、屋外

作業（外業）と屋外作業（内業）が交互に混在している場合は、最初の屋外作業（外

業）開始⽇から最後の屋外作業（外業）終了⽇までを外業期間とする。よって、外業期

間は、当初発注前に作業内容及び工程等を十分把握し経済的な屋外作業期間を設定しなけ

ればならない。

※労務費補正について

労務費の補正は、補正の対象となる外業期間の外業歩掛について補正する。

※労務費以外の補正について

旅費交通費及び履⾏期間については補正しない。

第4 旅費交通費 

全国版設計業務等標準積算基準書（参考資料）による。 

A 地区︓滞在費を計上しない地区 

B 地区︓滞在費を計上する地区 
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